
福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

附  則 
 

附則（令和３年２月２２日 原規規発第 2102222号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和３年３月４日から施行する。 

 

附則（令和３年２月２日 原規規発第 2102022号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和３年４月１日から施行する。 

 

（省略） 

 

 

附  則 
 

附則（                     ） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

 

附則（令和３年２月２日 原規規発第 2102022号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和３年４月１日から施行する。 

 

（省略） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付２ 管理対象区域図 

 

（核物質防護上の観点から公開しないこととしております） 

 

 

 

添付２ 管理対象区域図 

 

（核物質防護上の観点から公開しないこととしております） 

 

 

 

 

瓦礫類，伐採木一時保管エリア

の解除及び設定に伴う変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

附  則 
 

附則（令和３年２月２２日 原規規発第 2102222号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和３年３月４日から施行する。 

 

附則（令和３年２月２日 原規規発第 2102022号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和３年４月１日から施行する。 

 

（省略） 

 

 

附  則 
 

附則（                     ） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

 

附則（令和３年２月２日 原規規発第 2102022号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和３年４月１日から施行する。 

 

（省略） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付２ 管理対象区域図 

 

（核物質防護上の観点から公開しないこととしております） 

 

 

 

添付２ 管理対象区域図 

 

（核物質防護上の観点から公開しないこととしております） 

 

 

 

 

瓦礫類，伐採木一時保管エリア

の解除及び設定に伴う変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（Ⅲ第 3編 2.1 放射性廃棄物等の管理） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.1.1 放射性固体廃棄物等の管理 

2.1.1.3 対象となる放射性固体廃棄物等と管理方法 

（中略） 

 

（2）運用 

（中略） 

b.事故後に発生した瓦礫等 

(a) 瓦礫類 

（中略） 

ⅳ.貯蔵能力 

2020 年 3 月現在の瓦礫類の一時保管エリアの保管容量は，約 439,100m3 であり，保管量は，約

290,900m3である。また，2023 年 3 月においては，保管容量約 424,600m3に対して，想定保管量は，

約 395,400m3と見込んでおり，2023 年 3 月までの保管容量は総量として確保されるものと考える。 

（中略） 

 

（c）使用済保護衣等 

（中略） 

ⅲ.貯蔵能力 

2020 年 3月現在の使用済保護衣等の一時保管エリアの保管容量は，約 74,500m3であり，保管量は，

約 46,400m3である。また，2023 年 3 月においては，保管容量約 74,500m3に対して，想定保管量は，約

17,000m3と見込んでおり，2023 年 3 月までの保管容量は確保されるものと考える。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1.1 放射性固体廃棄物等の管理 

2.1.1.3 対象となる放射性固体廃棄物等と管理方法 

（中略） 

 

（2）運用 

（中略） 

b.事故後に発生した瓦礫等 

(a) 瓦礫類 

（中略） 

ⅳ.貯蔵能力 

2020 年 3 月現在の瓦礫類の一時保管エリアの保管容量は，約 439,100m3 であり，保管量は，約

290,900m3である。また，2023 年 3 月においては，保管容量約 438,800m3に対して，想定保管量は，

約 395,400m3と見込んでおり，2023 年 3 月までの保管容量は総量として確保されるものと考える。 

（中略） 

 

（c）使用済保護衣等 

（中略） 

ⅲ.貯蔵能力 

2020 年 3月現在の使用済保護衣等の一時保管エリアの保管容量は，約 74,500m3であり，保管量は，

約 46,400m3である。また，2023 年 3 月においては，保管容量約 58,700m3に対して，想定保管量は，約

17,000m3と見込んでおり，2023 年 3 月までの保管容量は確保されるものと考える。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済保護衣等一時保管エリ

アから瓦礫類一時保管エリア

への変更に伴う記載変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（Ⅲ第 3編 2.1 放射性廃棄物等の管理） 

 

 

  

表２.１.１－１－１ 一時保管エリアの保管容量，受入目安表面線量率一覧表 

【瓦礫類】 

 

表２.1.１－１－１ 一時保管エリアの保管容量，受入目安表面線量率一覧表 

【瓦礫類】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

瓦礫類一時保管エリアの解除

に伴い削除 

 

 

使用済保護衣等一時保管エリ

アから瓦礫類一時保管エリア

への変更に伴い新規記載 

エリア名称 保管物 保管容量（約m
３
）

受入目安表面線量率
（mSv/ｈ）

固体廃棄物貯蔵庫
（第１棟）

瓦礫類 600 0.1

固体廃棄物貯蔵庫
（第２棟）

瓦礫類 3,200 5

固体廃棄物貯蔵庫
（第３～第８棟）

瓦礫類 15,000 ＞30

固体廃棄物貯蔵庫第９棟
地下２階

瓦礫類 15,300 ＞30

固体廃棄物貯蔵庫第９棟
地下１階

瓦礫類 15,300 30

固体廃棄物貯蔵庫第９棟
地上１階

瓦礫類 15,300 1

一時保管エリアＡ１ 瓦礫類
※1（ケース１）2,400
　 （ケース２）4,300

※1（ケース１）　30
　 （ケース２）0.01

一時保管エリアＡ２ 瓦礫類
※1（ケース１）4,700
　 （ケース２）9,500

※1（ケース１）　30
 　（ケース２）0.005

一時保管エリアＢ 瓦礫類 5,300 0.01

一時保管エリアＣ 瓦礫類 67,000
0.01（31,000m３分）

0.025（35,000m３分）

0.1（1,000m３分）

一時保管エリアＤ 瓦礫類 4,500
0.09（2,400m

3
分）

0.3（2,100m
3
分）

一時保管エリアＥ１ 瓦礫類 16,000 1

一時保管エリアＥ２ 瓦礫類 1,800 10

一時保管エリアＦ１ 瓦礫類 650 10

一時保管エリアＦ２ 瓦礫類 7,500 0.1

一時保管エリアＪ 瓦礫類 8,000 0.005

一時保管エリアＬ 瓦礫類 16,000 30

一時保管エリアＮ 瓦礫類 10,000 0.1

一時保管エリアＯ 瓦礫類 51,400
 0.01（27,500m

３
分）

0.1（23,900m
３
分）

一時保管エリアＰ１ 瓦礫類 85,000 0.1

一時保管エリアＰ２ 瓦礫類 9,000 1

一時保管エリアＵ 瓦礫類 750
0.015(310m3分)，0.020(110m3

分)，0.028(330m3分)

一時保管エリアＶ 瓦礫類 6,000 0.1

一時保管エリアＷ 瓦礫類 29,300 1

一時保管エリアＸ 瓦礫類 12,200 1

一時保管エリアＡＡ 瓦礫類 36,400 0.001

一時保管エリアｄ 瓦礫類 1,170 0.1

一時保管エリアｅ 瓦礫類 6,660 0.1

一時保管エリアm 瓦礫類 3,060 1

一時保管エリアn 瓦礫類 3,330 1

エリア名称 保管物 保管容量（約m３）
受入目安表面線量率

（mSv/ｈ）

固体廃廃棄物貯蔵庫
（第１棟）

瓦礫類 600 0.1

固体廃廃棄物貯蔵庫
（第２棟）

瓦礫類 3,200 5

固体廃廃棄物貯蔵庫
（第３～第８棟）

瓦礫類 15,000 ＞30

固体廃廃棄物貯蔵庫第９棟
地下２階

瓦礫類 15,300 ＞30

固体廃廃棄物貯蔵庫第９棟
地下１階

瓦礫類 15,300 30

固体廃廃棄物貯蔵庫第９棟
地上１階

瓦礫類 15,300 1

一時保管エリアＡ１ 瓦礫類
※1（ケース１）2,400
　 （ケース２）4,300

※1（ケース１）　30
　 （ケース２）0.01

一時保管エリアＡ２ 瓦礫類
※1（ケース１）4,700
　 （ケース２）9,500

※1（ケース１）　30
 　（ケース２）0.005

一時保管エリアＢ 瓦礫類 5,300 0.01

一時保管エリアＣ 瓦礫類 67,000
0.01（31,000m

３
分）

0.025（35,000m
３
分）

0.1（1,000m
３
分）

一時保管エリアＤ 瓦礫類 4,500
0.09（2,400m3分）

0.3（2,100m3分）

一時保管エリアＥ１ 瓦礫類 16,000 1

一時保管エリアＥ２ 瓦礫類 1,800 10

一時保管エリアＦ１ 瓦礫類 650 10

一時保管エリアＦ２ 瓦礫類 7,500 0.1

一時保管エリアＪ 瓦礫類 8,000 0.005

一時保管エリアＬ 瓦礫類 16,000 30

一時保管エリアＮ 瓦礫類 10,000 0.1

一時保管エリアＯ 瓦礫類 51,400
 0.01（27,500m３分）

0.1（23,900m３分）

一時保管エリアＰ１ 瓦礫類 85,000 0.1

一時保管エリアＰ２ 瓦礫類 9,000 1

一時保管エリアＱ 瓦礫類 6,100 5

一時保管エリアＵ 瓦礫類 750
0.015(310m3分)，0.020(110m3分)，

0.028(330m3分)

一時保管エリアＶ 瓦礫類 6,000 0.1

一時保管エリアＷ 瓦礫類 29,300 1

一時保管エリアＸ 瓦礫類 12,200 1

一時保管エリアＡＡ 瓦礫類 36,400 0.001
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（Ⅲ第 3編 2.1 放射性廃棄物等の管理） 

 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

表２.１.１－１－３ 一時保管エリアの保管容量，受入目安表面線量率一覧表 

【使用済保護衣等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２.１.１－１－３ 一時保管エリアの保管容量，受入目安表面線量率一覧表 

【使用済保護衣等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済保護衣等一時保管エリ

アから瓦礫類一時保管エリア

への変更に伴い削除 

エリア名称 保管物 保管容量（約m3)
受入目安表面線量率

（mSv/h）

一時保管エリアa 使用済保護衣等 4,400
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアb 使用済保護衣等 4,600
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアc 使用済保護衣等 900
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアf 使用済保護衣等 2,200
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアg 使用済保護衣等 6,200
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアi 使用済保護衣等 22,200
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアj 使用済保護衣等 1,600
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアk 使用済保護衣等 5,100
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアl 使用済保護衣等 6,700
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアo 使用済保護衣等 4,800
バックグランド線量率と

同等以下

エリア名称 保管物 保管容量（約m3)
受入目安表面線量率

（mSv/h）

一時保管エリアa 使用済保護衣等 4,400
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアb 使用済保護衣等 4,600
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアc 使用済保護衣等 900
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアd 使用済保護衣等 1,300
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアe 使用済保護衣等 7,400
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアf 使用済保護衣等 2,200
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアg 使用済保護衣等 6,200
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアi 使用済保護衣等 22,200
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアj 使用済保護衣等 1,600
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアk 使用済保護衣等 5,100
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアl 使用済保護衣等 6,700
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアm 使用済保護衣等 3,400
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアn 使用済保護衣等 3,700
バックグランド線量率と

同等以下

一時保管エリアo 使用済保護衣等 4,800
バックグランド線量率と

同等以下
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（Ⅲ第 3 編 2.1 放射性廃棄物等の管理） 

 

 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２.１.１－１ 一時保管エリア配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２.１.１－１ 一時保管エリア配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

瓦礫等一時保管エリアの解除

及び変更に伴い変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（Ⅲ第 3 編 2.1 放射性廃棄物等の管理） 

 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２.１.１－２－１ 瓦礫類の想定保管量 

 

※１ 固体廃棄物貯蔵庫第９棟の一部に放射性固体廃棄物を保管することによる減少 

※２ 2020 年度末に一時保管エリアＱを解除予定。超過分は上位の線量区分へ移動させることで、保管容量の超過を回

避 

※ 固体廃棄物貯蔵庫第９棟の保管容量は容器収納での保管を前提に，8,400m3/階で想定 

図２.１.１－２－２ 瓦礫類の線量区分毎の想定保管量と保管容量の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２.１.１－２－１ 瓦礫類の想定保管量 

 

 

※１ 固体廃棄物貯蔵庫第９棟の一部に放射性固体廃棄物を保管することによる減少及び使用済保護衣等一時保管エリ

ア d,e を瓦礫類一時保管エリア d,e へ変更することによる増加 

※２ 使用済保護衣等一時保管エリア m,n を瓦礫類一時保管エリア m,n へ変更することによる増加 

※３ 2020 年度末に一時保管エリアＱを解除。超過分は上位の線量区分へ移動させることで、保管容量の超過を回避 

※ 固体廃棄物貯蔵庫第９棟の保管容量は容器収納での保管を前提に，8,400m3/階で想定 

図２.１.１－２－２ 瓦礫類の線量区分毎の想定保管量と保管容量の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

瓦礫等一時保管エリアの解除

及び変更に伴い変更 

※１ 

※２ 

※１ 
※２ 

※３ 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（Ⅲ第 3 編 2.1 放射性廃棄物等の管理） 

 

 

 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２.１.１－２－４ 使用済保護衣等の想定保管量と保管容量の比較 

 

 

 

 

表２.１.１-２-２ 保管容量の内訳（瓦礫等）             

 

 

表２.１.１－２－４ 保管容量の内訳（瓦礫類線量区分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 使用済保護衣等一時保管エリア d,e,m,n を瓦礫類一時保管エリア d,e,m,n へ変更することによる減少 

図２.１.１－２－４ 使用済保護衣等の想定保管量と保管容量の比較 

 

 

表２.１.１-２-２ 保管容量の内訳（瓦礫等） 

 

 

表２.１.１－２－４ 保管容量の内訳（瓦礫類線量区分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済保護衣等一時保管エリ

アから瓦礫類一時保管エリア

への変更に伴い変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

瓦礫等一時保管エリアの解除

及び変更に伴い変更 

 

 

 

 

線量区分 ≦0.1mSv/h ≦1ｍSv/h ≦30ｍSv/h ＞30ｍSv/h 合計※２

2019年度末（実績） 300,150 79,400 36,150 23,400 439,100
2020年度末累計 300,150 79,400 36,150 23,400 439,100
2021年度末累計 299,580 85,790 30,050 23,400 438,800
2022年度末累計 299,580 85,790 30,050 23,400 438,800

単位：m
3 

※ 

単位：m
3 

幹根 枝葉根
2019年度末（実績） 439,100 128,000 47,600 74,500 689,200
2020年度末累計 439,100 128,000 47,600 74,500 689,200
2021年度末累計 438,800 128,000 47,600 58,700 673,100
2022年度末累計 438,800 128,000 47,600 58,700 673,100

合計
※２使用済保護衣等

伐採木
瓦礫類

線量区分 ≦0.1mSv/h ≦1ｍSv/h ≦30ｍSv/h ＞30ｍSv/h 合計※２

2019年度末（実績） 300,150 79,400 36,150 23,400 439,100
2020年度末累計 300,150 79,400 36,150 23,400 439,100
2021年度末累計 291,750 79,400 30,050 23,400 424,600
2022年度末累計 291,750 79,400 30,050 23,400 424,600

幹根 枝葉根
2019年度末（実績） 439,100 128,000 47,600 74,500 689,200
2020年度末累計 439,100 128,000 47,600 74,500 689,200
2021年度末累計 424,600 128,000 47,600 74,500 674,700
2022年度末累計 424,600 128,000 47,600 74,500 674,700

合計
※２使用済保護衣等

伐採木
瓦礫類

単位：m
3 

単位：m
3 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（Ⅲ第 3編 2.2 線量評価） 

 

 

  

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.2.2 敷地内各施設からの直接線ならびにスカイシャイン線による実効線量 

2.2.2.2 各施設における線量評価 

2.2.2.2.2 瓦礫類一時保管エリア 

 

（中略） 

 

(16) 一時保管エリアＱ 

貯 蔵 容 量： 約 6,100m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 1,700m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 3.6ｍ 

表 面 線 量 率： 5mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 770ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 6.26×10-2 mSv/年 

 

 

（17）一時保管エリアＵ 

（中略） 

（18）一時保管エリアＶ 

（中略） 

（19）一時保管エリアＷ 

（中略） 

（20）一時保管エリアＸ 

（中略） 

（21）一時保管エリアＡＡ 

（後略） 

 

 

 

 

2.2.2 敷地内各施設からの直接線ならびにスカイシャイン線による実効線量 

2.2.2.2 各施設における線量評価 

2.2.2.2.2 瓦礫類一時保管エリア 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

（16）一時保管エリアＵ 

（中略） 

（17）一時保管エリアＶ 

（中略） 

（18）一時保管エリアＷ 

（中略） 

（19）一時保管エリアＸ 

（中略） 

（20）一時保管エリアＡＡ 

（中略） 

 

（21）一時保管エリアｄ 

貯 蔵 容 量 ： 約 1,170m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 260m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 4.5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 370ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 44ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 2.13×10-2mSv/年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

瓦礫類一時保管エリアＱの解

除に伴う削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済保護衣等一時保管エリ

アｄを瓦礫類一時保管エリア

ｄに変更することに伴う線量

評価の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（Ⅲ第 3編 2.2 線量評価） 

 

 

  

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（なし） （22）一時保管エリアｅ 

貯 蔵 容 量 ： 約 6,660m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 1,480m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 4.5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 490ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 43ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 1.99×10-2mSv/年 

 

（23）一時保管エリアｍ 

貯 蔵 容 量 ： 約 3,060m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 680m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 4.5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 790ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 34ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 4.12×10-3mSv/年 

 

（24）一時保管エリアｎ 

貯 蔵 容 量 ： 約 3,330m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 740m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 4.5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 780ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 4.63×10-3mSv/年 
 

 

 

使用済保護衣等一時保管エリ

アｅを瓦礫類一時保管エリア

ｅに変更することに伴う線量

評価の変更 

 

 

 

 

 

使用済保護衣等一時保管エリ

アｍを瓦礫類一時保管エリア

ｍに変更することに伴う線量

評価の変更 

 

 

 

 

 

使用済保護衣等一時保管エリ

アｎを瓦礫類一時保管エリア

ｎに変更することに伴う線量

評価の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（Ⅲ第 3 編 2.2 線量評価） 

 

 

  

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.2.2.3 敷地境界における線量評価結果 

各施設からの影響を考慮して敷地境界線上の直接線・スカイシャイン線を評価した結果（添付資料－

４），最大実効線量は評価地点 No.71 において約 0.59mSv/年となる。 

 

 

 

 

図２.２.２－２ 敷地境界線上の最大実効線量評価地点 

※：1～4 号機原子炉建屋（原子炉格納容器を含む）以外からの追加的放出は極めて少ないと考えられるた

め，1～4 号機原子炉建屋からの放出量により評価 

2.2.2.3 敷地境界における線量評価結果 

各施設からの影響を考慮して敷地境界線上の直接線・スカイシャイン線を評価した結果（添付資料－

４），最大実効線量は評価地点 No.71 において約 0.58mSv/年となる。 

 

 

 
 

図２.２.２－２ 敷地境界線上の最大実効線量評価地点 

※：1～4 号機原子炉建屋（原子炉格納容器を含む）以外からの追加的放出は極めて少ないと考えられるた

め，1～4 号機原子炉建屋からの放出量により評価 

瓦礫等一時保管エリアの解除

及び変更に伴う敷地境界にお

ける直接線・スカイシャイン線

の評価結果の変更 

 

 

瓦礫類一時保管エリアＱの削

除及び瓦礫類一時保管エリア

d,e,m,n の追加 
大型機器除染設備 

分析・研究施設第１棟 

雑固体廃棄物焼却設備 

キャスク仮保管設備 

伐採木一時保管エリア 

瓦礫類一時保管エリア 

Ｏ 

Ｇ 

Ｈ 

気体最大評価地点＊ 

0.03mSv/y 

吸着塔 

タンク類 

タンク類 

タンク類 

最大実効線量評価地点 

（標高T.P.約32ｍ） 

多核種除去設備 

増設多核種除去設備 m 

Ｗ 

Ｘ 

高性能多核種 
除去設備 

吸着塔 

Ｖ 
Ｕ 

Ｎ 

Ｊ 

固体廃棄物貯蔵庫 

Ｍ 

Ｆ１Ｆ２ 

ＡＡ 

Ｂ 
Ｌ 

Ａ１ 
Ａ２ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｐ２ 

Ｐ１ 

Ｅ１ 

Ｅ２ 

増設雑固体廃棄物焼却設備 

Ｔ 

油処理装置 

油処理装置 

吸着塔 

d e 

大型機器除染設備 

n 

大型機器除染設備 

分析・研究施設第１棟 

雑固体廃棄物焼却設備 

キャスク仮保管設備 

伐採木一時保管エリア 

瓦礫類一時保管エリア 

Ｏ 

Ｇ 

Ｈ 

気体最大評価地点＊ 

0.03mSv/y 

吸着塔 

大型機器除染設備 

タンク類 

タンク類 

タンク類 

最大実効線量評価地点 

（標高T.P.約32ｍ） 

多核種除去設備 

増設多核種除去設備 

Ｑ 

Ｗ 

Ｘ 

高性能多核種 
除去設備 

吸着塔 

Ｖ 

Ｕ 

Ｎ 

Ｊ 

固体廃棄物貯蔵庫 

Ｍ 

Ｆ１Ｆ２ 

ＡＡ 

Ｂ 
Ｌ 

Ａ１ 
Ａ２ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｐ２ 

Ｐ１ 

Ｅ１ 

Ｅ２ 

増設雑固体廃棄物焼却設備 

Ｔ 

油処理装置 

油処理装置 

吸着塔 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（Ⅲ第 3編 2.2 線量評価） 

 

 

  

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.2.2.4 添付資料 

（中略） 

添付資料－２ 

瓦礫類および伐採木一時保管エリアにおける敷地境界線量評価について 

（中略） 

表 1 詳細評価実施エリア 

エリア名称 

一時保管エリアＡ１ 

（ケース２） 

一時保管エリアＡ２ 

（ケース２） 

一時保管エリアＢ 

一時保管エリアＣ 

一時保管エリアＤ 

一時保管エリアＥ１ 

一時保管エリアＥ２ 

一時保管エリアＦ１ 

一時保管エリアＦ２ 

一時保管エリアＧ 

一時保管エリアＨ 

一時保管エリアＪ 

一時保管エリアＮ 

一時保管エリアＯ 

一時保管エリアＰ１ 

一時保管エリアＰ２ 

一時保管エリアＱ 

一時保管エリアＴ 

一時保管エリアＶ 

一時保管エリアＷ 

一時保管エリアＸ 

一時保管エリアＡＡ 
 

2.2.2.4 添付資料 

（中略） 

添付資料－２ 

瓦礫類および伐採木一時保管エリアにおける敷地境界線量評価について 

（中略） 

表１ 詳細評価実施エリア 

エリア名称 

一時保管エリアＡ１ 

（ケース２） 

一時保管エリアＡ２ 

（ケース２） 

一時保管エリアＢ 

一時保管エリアＣ 

一時保管エリアＤ 

一時保管エリアＥ１ 

一時保管エリアＥ２ 

一時保管エリアＦ１ 

一時保管エリアＦ２ 

一時保管エリアＧ 

一時保管エリアＨ 

一時保管エリアＪ 

一時保管エリアＮ 

一時保管エリアＯ 

一時保管エリアＰ１ 

一時保管エリアＰ２ 

一時保管エリアＴ 

一時保管エリアＶ 

一時保管エリアＷ 

一時保管エリアＸ 

一時保管エリアＡＡ 

一時保管エリアｄ 

一時保管エリアｅ 

一時保管エリアｍ 

一時保管エリアｎ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

瓦礫類一時保管エリア Q の削

除及び瓦礫類一時保管エリア

d,e,m,n の追加 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（Ⅲ第 3 編 2.2 線量評価） 

 

 

  

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（中略） 

添付資料－４ 

敷地境界における直接線・スカイシャイン線の評価結果 

（中略） 

添付資料－４ 

敷地境界における直接線・スカイシャイン線の評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

瓦礫等一時保管エリアの解除

及び変更に伴う敷地境界にお

ける直接線・スカイシャイン線

の評価結果の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（Ⅲ第 3編 2.2 線量評価） 

 

 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.2.4 線量評価のまとめ 

 現状の設備の運用により，気体廃棄物放出分で約 0.03mSv/年，敷地内各施設からの直接線及びスカイ

シャイン線の線量分で約 0.59mSv/年，放射性液体廃棄物等の排水分で約 0.22mSv/年，構内散水した堰

内雨水の処理済水の H-3 を吸入摂取した場合の敷地境界の実効線量は約 3.3×10-2mSv／年，構内散水し

た５・６号機滞留水の処理済水の地表に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量は約 4.2×

10-2mSv／年となり合計約 0.92mSv/年となる注）。 

 

 

注）四捨五入した数値を記載しているため，合算値が合計と合わない場合がある。 

 

2.2.4 線量評価のまとめ 

 現状の設備の運用により，気体廃棄物放出分で約 0.03mSv/年，敷地内各施設からの直接線及びスカイ

シャイン線の線量分で約 0.58mSv/年，放射性液体廃棄物等の排水分で約 0.22mSv/年，構内散水した堰

内雨水の処理済水の H-3 を吸入摂取した場合の敷地境界の実効線量は約 3.3×10-2mSv／年，構内散水し

た５・６号機滞留水の処理済水の地表に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量は約 4.2×

10-2mSv／年となり合計約 0.91mSv/年となる注）。 

 

 

注）四捨五入した数値を記載しているため，合算値が合計と合わない場合がある。 

 

 

瓦礫等一時保管エリアの解除

及び変更に伴う、敷地境界にお

ける直接線・スカイシャイン線

の評価結果の変更 
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